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11 最新の法・規則改正にしっかり対応
過去の本試験問題を徹底分析！
過去10年分の本試験問題から300問をセレクト！
最新の法・規則改正にもしっかり対応した問題を厳選して収録。

コレ1冊で
「国内」「総合」試験に出題される
旅行業法・約款がカバーできる‼

最新の法・規則改正に合わせて
問題を厳選！

22 初めてでもよくわかる別冊「解答・解説集」
解答・解説は取り外し可能。解答後の確認に便利です。
わかりやすい解説付きなので、初めて学ぶ方でも安心！

取り外せるから問題との
照らし合わせに便利！

本書の特長



33 受験のノウハウが満載
「試験概要」「活用方法」をわかりやすく解説

「出題傾向と対策」が一目でわかる出題項目一覧表



44 理解度・習熟度が把握できる「3回転チェック欄」
合格するためには繰り返し学習が欠かせません。
間違った問題や、知識があやふやな問題には「○」「△」「×」を付けれ
ば、理解度の確認に便利です。

55 持ち運びしやすい本の大きさ
システム手帳（A5サイズ）と
同じ大きさなので、
持ち運びに便利です。

1

23

かばんに楽々収納できるので
どこでも気軽に学習できます
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《トレーニング問題集の利用にあたって》 

本書に掲載されている問題のうち、各設問文の末尾が「～を選択肢からす

べて選びなさい」とある場合は、「正しい（又は、誤っている）」と判断した

ものについて、解答用紙（マークシート）にすべてマークすることとなりま

す。それ以外の設問は、解答用紙（マークシート）に、「正しい（又は、誤

っている）」と判断したもの１つマークすることとなります。 

旅行業法 及びこれに基づく命令旅行業法 及びこれに基づく命令

トレーニング問題集トレーニング問題集
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〔問１〕      次の記述のうち、法第１条「目的」に定められているも

のはどれか。 

 

ａ．旅行業等を営む者の業務の適正な運営の確保 

ｂ．旅行業等を営む者を通じた訪日外国人旅行者の誘致と観光立国の促進 

ｃ．旅行業等を営む者を通じた地方創生と国民経済の発展 

ｄ．旅行業等を営む者が組織する団体の活性化による国際親善の促進 

 

 

〔問２〕      次の記述から、「法第１条（目的）」に定められているも

のだけをすべて選んでいるものはどれか。 

 

（ア）旅行業等を営む者が組織する団体の適正な活動の促進 

（イ）旅行業務に関する取引の公正の維持 

（ウ）旅行業等を営む者の利便の増進 

（エ）旅行業等を営む者の業務の適正な運営の確保 

 

ａ．（ア）（イ）  ｂ．（イ）（ウ） 

ｃ．（ア）（イ）（エ）  ｄ．（ア）（ウ）（エ） 

 

 

〔問３〕      次の記述のうち、法第１条「目的」に定められているも

のを選択肢からすべて選びなさい。 

 

ａ．旅行業務に関する取引の公正の維持 

ｂ．公共の福祉の増進 

ｃ．旅行業等を営む者の適正な利潤の確保 

ｄ．旅行の安全の確保 

 

 

  LLeessssoonn１１  総 則（法の目的） 
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〔問４〕      次の記述のうち、法第１条「目的」に定められているも

のはどれか。 

 

ａ．旅行業等を営む者の健全な発展の促進 

ｂ．旅行者の利益の確保 

ｃ．旅行業務に関する需要の拡大 

ｄ．旅行業等を営む者の組織する団体の適正な活動の促進 

 

 

〔問５〕      次の空欄  （ア）  〜  （エ）  に当てはまる語句の組

み合わせで、正しいものはどれか。 

法第１条（目的） 

この法律は、旅行業等を営む者について登録制度を実施し、あわせて旅行

業等を営む者の業務の適正な  （ア）  するとともに、その組織する団体

の適正な活動を促進することにより、旅行業務に関する  （イ）  の維持、

旅行の  （ウ）  及び旅行者の  （エ）  を図ることを目的とする。 

 （ア） （イ） （ウ） （エ） 

ａ． 体制を確保 取引の公正 安全の徹底 需要の増大 

ｂ． 運営を確保 取引の公正 安全の確保 利便の増進 

ｃ． 体制を確保 契約の自由 安全の徹底 利便の増進 

ｄ． 運営を確保 契約の自由 安全の確保 需要の増大 
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《トレーニング問題集の利用にあたって》 

本書に掲載されている問題のうち、各設問文の末尾が「～を選択肢からす

べて選びなさい」とある場合は、「正しい（又は、誤っている）」と判断した

ものについて、解答用紙（マークシート）にすべてマークすることとなりま

す。それ以外の設問は、解答用紙（マークシート）に、「正しい（又は、誤

っている）」と判断したもの１つマークすることとなります。 

旅行業約款旅行業約款

トレーニング問題集トレーニング問題集
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〔問１〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

ａ．旅行業者が旅行者との間で締結する契約は、約款の定めるところによる。

約款に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

ｂ．「通信契約」とは、旅行者が電話、郵便、ファクシミリ、インターネッ

ト等の通信手段を用いて契約の申込みを行い、旅行代金を旅行業者の指定

する金融機関の口座に振り込むことにより決済する契約をいう。 

ｃ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅

行以外の旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面に

より特約を結んだときは、その特約が約款に優先する。 

 

 

〔問２〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

ａ．旅行業者が旅行者との間で締結する募集型企画旅行契約において、約款

に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

ｂ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、本邦外

の旅行のみをいう。 

ｃ．「募集型企画旅行」とは、旅行業者が、旅行者からの依頼により、旅行

の目的地及び日程、旅行者が提供を受けることができる運送又は宿泊のサ

ービスの内容並びに旅行者が旅行業者に支払うべき旅行代金の額を定めた

旅行に関する計画を作成し、これにより実施する旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で口頭で

特約を結んだときは、その特約は約款に優先して適用される。 

 

 

  LLeessssoonn１１  総 則 
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〔問３〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

ａ．「通信契約」とは、旅行代金の決済方法にかかわらず、旅行業者が、電

話、郵便、ファクシミリ、インターネットその他の通信手段による申込み

を受けて締結する契約をいう。 

ｂ．「カード利用日」とは、旅行者又は旅行業者が契約に基づく旅行代金等

の支払又は払戻債務を履行すべき日をいう。 

ｃ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅

行以外の旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が旅行者との間で締結する契約は、約款の定めるところによる。

約款に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

 

 

〔問４〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「旅行契約の内容」

「手配代行者」「用語の定義」に関する次の記述のうち、誤っているものは

どれか。 

 

ａ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面に

より特約を結んだときは、その特約が約款に優先して適用される。 

ｂ．旅行業者は、契約において、旅行者が旅行業者の定める旅行日程に従っ

て、運送・宿泊機関等の提供する運送、宿泊その他の旅行に関するサービ

スの提供を受けることができるように、手配し、旅程を管理することを引

き受ける。 

ｃ．旅行業者は、契約の履行に当たって、手配の全部又は一部を本邦内又は

本邦外の他の旅行業者、手配を業として行う者その他の補助者に代行させ

ることがある。 

ｄ．旅行者が、電話により予約を行い、その後旅行業者の店舗に行き、旅行

業者が提携するカード会社のクレジットカードにより旅行代金を支払った

場合は、通信契約となる。 
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〔問１〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

ａ．旅行業者が旅行者との間で締結する契約は、約款の定めるところによる。

約款に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

ｂ．「通信契約」とは、旅行者が電話、郵便、ファクシミリ、インターネッ

ト等の通信手段を用いて契約の申込みを行い、旅行代金を旅行業者の指定

する金融機関の口座に振り込むことにより決済する契約をいう。 

ｃ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅

行以外の旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面に

より特約を結んだときは、その特約が約款に優先する。 

 

 

〔問２〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

ａ．旅行業者が旅行者との間で締結する募集型企画旅行契約において、約款

に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

ｂ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、本邦外

の旅行のみをいう。 

ｃ．「募集型企画旅行」とは、旅行業者が、旅行者からの依頼により、旅行

の目的地及び日程、旅行者が提供を受けることができる運送又は宿泊のサ

ービスの内容並びに旅行者が旅行業者に支払うべき旅行代金の額を定めた

旅行に関する計画を作成し、これにより実施する旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で口頭で

特約を結んだときは、その特約は約款に優先して適用される。 
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〔問３〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「用語の定義」に関

する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

ａ．「通信契約」とは、旅行代金の決済方法にかかわらず、旅行業者が、電

話、郵便、ファクシミリ、インターネットその他の通信手段による申込み

を受けて締結する契約をいう。 

ｂ．「カード利用日」とは、旅行者又は旅行業者が契約に基づく旅行代金等

の支払又は払戻債務を履行すべき日をいう。 

ｃ．「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅

行以外の旅行をいう。 

ｄ．旅行業者が旅行者との間で締結する契約は、約款の定めるところによる。

約款に定めのない事項については、法令又は一般に確立された慣習による。 

 

 

〔問４〕      募集型企画旅行契約の部「適用範囲」「旅行契約の内容」

「手配代行者」「用語の定義」に関する次の記述のうち、誤っているものは

どれか。 

 

ａ．旅行業者が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面に

より特約を結んだときは、その特約が約款に優先して適用される。 

ｂ．旅行業者は、契約において、旅行者が旅行業者の定める旅行日程に従っ

て、運送・宿泊機関等の提供する運送、宿泊その他の旅行に関するサービ

スの提供を受けることができるように、手配し、旅程を管理することを引

き受ける。 

ｃ．旅行業者は、契約の履行に当たって、手配の全部又は一部を本邦内又は

本邦外の他の旅行業者、手配を業として行う者その他の補助者に代行させ

ることがある。 

ｄ．旅行者が、電話により予約を行い、その後旅行業者の店舗に行き、旅行

業者が提携するカード会社のクレジットカードにより旅行代金を支払った

場合は、通信契約となる。 
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運送約款及び宿泊約款運送約款及び宿泊約款

トレーニング問題集トレーニング問題集
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問 題 日本航空の国際運送約款に関する各設問について、その内容が正しい

ものにはａ．を、誤っているものにはｂ．を選びなさい。 

 

〔問１〕      航空会社が、旅客の乗継をできなくしたことによって、旅

客が航空券の有効期間内に旅行できない場合には、航空会社の規則に別段の

定めのある場合を除き、航空会社は、運賃の追加収受なしに、当該旅客の航

空券の有効期間を、運賃が支払われたクラスに空席のある最初の航空会社の

航空便まで延長する。 

 

 

〔問２〕      旅客は、機内の特定の座席を予め指定できる場合があるが、

航空会社は、事前の通告なしに機材変更その他の理由でこれを変更すること

がある。 

 

 

〔問３〕      航空会社が、他の運送人とコードシェア契約を締結し、当

該航空会社以外の運送人が運航する便に当該航空会社の便名を付与し、旅客

と契約する運航を行う際には、無料手荷物許容量は、運航を行う他の運送人

の規則が適用となることがある。 

 

 

〔問４〕      適用運賃とは、航空会社又はその指定代理店により公示さ

れた運賃又は航空会社の規則に従い算出された運賃で、適用法令等に別段の

定めのある場合を除き、航空券の最初の搭乗用片により行われる運送開始日

に適用される、航空券の発行日に有効な運賃をいう。 

 

 

〔問５〕      旅客又は手荷物の運送は、航空券の発行日に有効な約款及

び航空会社の規則が適用される。 
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〔問６〕      航空会社は、一旅客に対して二つ以上の予約がされており、

かつ、搭乗区間が同一で、搭乗日が近接している場合、航空会社の判断によ

り、当該旅客の予約の一部を取り消すことができるが、全部を取り消すこと

はできない。 

 

 

〔問７〕      「ｅチケットお客様控」とは、電子航空券の一部をなす書

類で、旅程、航空券に関する情報、運送契約の条件の一部及び諸通知が記載

されているものをいう。 

 

 

〔問８〕      航空会社は、手荷物の引渡にあたり、手荷物切符及び手荷

物合符の所持人がその手荷物の引渡を受ける正当な権利者であるかどうか

を確認する義務を負い、確認しなかったことに起因する損害については賠償

する責を負う。 

 

 

〔問９〕      同一の航空便で旅行する２人以上の旅客が同一地点まで同

時に航空会社に手荷物の運送を委託する場合には、航空会社は、申出により

個数について各人の無料手荷物許容量を合算し、当該同行旅客全員を一体と

してその許容量とすることができる。 

 

 

〔問10〕      航空会社は、受託手荷物を、可能な限りその手荷物を委託

した旅客が搭乗する航空機で旅客と同時に運送するが、当該航空会社が困難

と判断した場合には、許容搭載量に余裕のある他の航空便で運送するか又は

他の輸送機関で輸送することがある。 

 

 

〔問11〕      時刻表その他に表示されている航空機の時刻は、予定であ

って保証されたものではなく、また運送契約の一部を構成するものではない。 
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問 題 日本航空の国際運送約款に関する各設問について、その内容が正しい

ものにはａ．を、誤っているものにはｂ．を選びなさい。 

 

〔問１〕      航空会社が、旅客の乗継をできなくしたことによって、旅

客が航空券の有効期間内に旅行できない場合には、航空会社の規則に別段の

定めのある場合を除き、航空会社は、運賃の追加収受なしに、当該旅客の航

空券の有効期間を、運賃が支払われたクラスに空席のある最初の航空会社の

航空便まで延長する。 

 

 

〔問２〕      旅客は、機内の特定の座席を予め指定できる場合があるが、

航空会社は、事前の通告なしに機材変更その他の理由でこれを変更すること

がある。 

 

 

〔問３〕      航空会社が、他の運送人とコードシェア契約を締結し、当

該航空会社以外の運送人が運航する便に当該航空会社の便名を付与し、旅客

と契約する運航を行う際には、無料手荷物許容量は、運航を行う他の運送人

の規則が適用となることがある。 

 

 

〔問４〕      適用運賃とは、航空会社又はその指定代理店により公示さ

れた運賃又は航空会社の規則に従い算出された運賃で、適用法令等に別段の

定めのある場合を除き、航空券の最初の搭乗用片により行われる運送開始日

に適用される、航空券の発行日に有効な運賃をいう。 

 

 

〔問５〕      旅客又は手荷物の運送は、航空券の発行日に有効な約款及

び航空会社の規則が適用される。 
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〔問６〕      航空会社は、一旅客に対して二つ以上の予約がされており、

かつ、搭乗区間が同一で、搭乗日が近接している場合、航空会社の判断によ

り、当該旅客の予約の一部を取り消すことができるが、全部を取り消すこと

はできない。 

 

 

〔問７〕      「ｅチケットお客様控」とは、電子航空券の一部をなす書

類で、旅程、航空券に関する情報、運送契約の条件の一部及び諸通知が記載

されているものをいう。 

 

 

〔問８〕      航空会社は、手荷物の引渡にあたり、手荷物切符及び手荷

物合符の所持人がその手荷物の引渡を受ける正当な権利者であるかどうか

を確認する義務を負い、確認しなかったことに起因する損害については賠償

する責を負う。 

 

 

〔問９〕      同一の航空便で旅行する２人以上の旅客が同一地点まで同

時に航空会社に手荷物の運送を委託する場合には、航空会社は、申出により

個数について各人の無料手荷物許容量を合算し、当該同行旅客全員を一体と

してその許容量とすることができる。 

 

 

〔問10〕      航空会社は、受託手荷物を、可能な限りその手荷物を委託

した旅客が搭乗する航空機で旅客と同時に運送するが、当該航空会社が困難

と判断した場合には、許容搭載量に余裕のある他の航空便で運送するか又は

他の輸送機関で輸送することがある。 

 

 

〔問11〕      時刻表その他に表示されている航空機の時刻は、予定であ

って保証されたものではなく、また運送契約の一部を構成するものではない。 
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旅行業法 及びこれに基づく命令旅行業法 及びこれに基づく命令

トレーニング問題集トレーニング問題集トレーニング問題集トレーニング問題集
解答・解説集解答・解説集
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〔問１〕正解 ａ 法第１条（目的）の条

文では『この法律は、旅行業等を営む者

について登録制度を実施し、あわせて旅

行業等を営む者の業務の適正な運営を

確保するとともに、その組織する団体の適

正な活動を促進することにより、旅行業務

に関する取引の公正の維持、旅行の安全

の確保及び旅行者の利便の増進を図るこ

とを目的とする。』と定められている。 

よって、ａ．が法第１条（目的）に定めら

れている。 

 

〔問２〕正解 ｃ 法第１条（目的）の条

文では『この法律は、旅行業等を営む者

について登録制度を実施し、あわせて旅

行業等を営む者の業務の適正な運営を

確保するとともに、その組織する団体の適

正な活動を促進することにより、旅行業務

に関する取引の公正の維持、旅行の安全

の確保及び旅行者の利便の増進を図るこ

とを目的とする。』と定められている。 

よって、（ア）（イ）（エ）が法第１条（目的）

として定められている。 

 

〔問３〕正解 ａ、ｄ 

法第１条（目的）の条文では『この法律

は、旅行業等を営む者について登録制度

を実施し、あわせて旅行業等を営む者の

業務の適正な運営を確保するとともに、そ

の組織する団体の適正な活動を促進する

ことにより、旅行業務に関する取引の公正

の維持、旅行の安全の確保及び旅行者

の利便の増進を図ることを目的とする。』と

定められている。 

よって、ａ．ｄ．が法第１条（目的）に定め

られている。 

 

 

 

〔問４〕正解 ｄ 法第１条（目的）の条

文では『この法律は、旅行業等を営む者

について登録制度を実施し、あわせて旅

行業等を営む者の業務の適正な運営を

確保するとともに、その組織する団体の適

正な活動を促進することにより、旅行業務

に関する取引の公正の維持、旅行の安全

の確保及び旅行者の利便の増進を図るこ

とを目的とする。』と定められている。 

よって、ｄ．が法第１条（目的）に定められ

ている。 

 

〔問５〕正解 ｂ 

（ア）運営を確保 

（イ）取引の公正 

（ウ）安全の確保 

（エ）利便の増進 
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〔問６〕正解 ｃ 

ａ．旅行業の登録を要しない。付随的旅

行業務（運送・宿泊サービス以外の旅

行に関するサービス）のみを行う行為は、

旅行業に該当しない。 

ｂ．旅行業の登録を要しない。本肢の行

為は、宿泊事業者の自らの業務範囲内

の行為であり、旅行業に該当しない。 

ｃ．旅行業の登録を受けなければならない。

タクシー会社が、自社のタクシーを利用

し、他人の経営するホテルの宿泊サー

ビスをセットにして販売する行為は、旅

行業に該当するため、旅行業の登録が

必要である。 

ｄ．旅行業の登録を要しない。本肢の行

為は、運送事業者の自らの業務範囲内

の行為であり、旅行業に該当しない。 

 

〔問７〕正解 ｃ 

ａ．旅行業の登録を要する。他人が経営

する貸切バスを利用することが含まれる

商品を旅行者に販売する行為は、旅行

業に該当するため、旅行業の登録が必

要である。 

ｂ．旅行業の登録を要する。企画旅行契

約又は手配旅行契約を旅行者との間

で行うために、運送又は宿泊のサービス

（運送等サービス）を提供する者と契約

を締結する行為は、旅行業に該当する

ため、旅行業の登録が必要である。 

ｃ．旅行業の登録を要しない。運送機関を

代理して発券業務のみを行う行為は、

旅行業に該当しない。 

ｄ．旅行業の登録を要する。観光案内所

が、旅行者のため、宿泊のサービスの

提供を受けることについて、代理して契

約を締結し、媒介する行為は、旅行業

に該当するため、旅行業の登録が必要

である。 

〔問８〕正解 ｂ 

ａ．旅行業の登録を要しない。徒歩での日

帰り紅葉ハイキングを実施する行為及

び昼食のためにレストランを手配する行

為は、旅行業に該当しない。 

ｂ．旅行業の登録を受けなければならない。

旅行者からの依頼を受け、運送又は宿

泊のサービス（運送等サービス）を提供

する者と契約を締結する行為は、旅行

業に該当するため、旅行業の登録が必

要である。 

ｃ．旅行業の登録を要しない。外国の法令

に準拠して外国において旅行業を営む

者からの依頼を受け、他人の経営する

旅館を手配する行為（手配代行業者）

は、旅行業に該当しない。 

ｄ．旅行業の登録を要しない。旅行業者

からの依頼を受けて、全国通訳案内士

又は地域通訳案内士を派遣する行為

は、旅行業に該当しない。 

 

〔問９〕正解 ｃ 

（ア）旅行業の登録を受ける必要はない。

付随的旅行業務のみを行う行為は、旅

行業に該当しない。 

（イ）旅行業の登録を受けなければならな

い。観光協会が、旅行者のため、宿泊

のサービスの提供を受けることについて、

代理して契約を締結し、媒介する行為

は、旅行業に該当するため、旅行業の

登録が必要である。 

（ウ）旅行業の登録を受けなければならな

い。自ら経営するホテルの宿泊サービス

に他人が経営する観光タクシーを利用

することを含む商品を旅行者に販売す

る行為は、旅行業に該当するため、旅

行業の登録が必要である。 

よって、（イ）（ウ）が旅行業の登録を受

けなければならない。 

 

Lesson２ 総 則（旅行業等の定義） 
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〔問128〕正解 ｄ 

ａ．誤り。観光庁長官は、法令違反行為を

行った者の氏名を一般に公表しようとす

るときは、あらかじめ、当該法令違反行

為を行った者に対して意見を述べる機

会を与えなければならない。 

ｂ．誤り。観光庁長官は、法令に基づき必

要かつ適当であると認めるときは、旅行

業法又は旅行業法に基づく命令に違

反する行為を行った者の氏名又は名称

その他法令違反行為による被害の発生

若しくは拡大を防止し、又は取引の公

正を確保するために必要な事項を一般

に公表するときは、“インターネットの利

用その他の適切な方法”により行うもの

とされている。必ずインターネットにより

一般に公表しなければならないとはされ

ていない。 

ｃ．誤り。登録行政庁の登録を受けず旅

行業又は旅行サービス手配業を営んだ

者は、「１年以下の懲役若しくは100万円

以下の罰金に処し、又はこれを併科す

る」という罰則が適用されるが、この罰則

は登録行政庁の登録を受けず旅行業

者代理業者を営んだ者には適用されな

い。 

ｄ．正しい。 

よって、ｄ．が正しい。 

 

〔問129〕正解 ａ 

（ア）正しい。 

（イ）正しい。 

（ウ）誤り。無登録営業に対し「１年以下の懲

役若しくは100万円以下の罰金に処し、

又はこれを併科する」という罰則が適用さ

れるのは、旅行業と旅行サービス手配業

についてであり、旅行業者代理業者は適

用されない。 

よって、（ア）（イ）が正しい。 

〔問130〕正解 ａ、ｂ、ｃ、ｄ 

ａ．正しい。 

ｂ．正しい。 

ｃ．正しい。 

ｄ．正しい。 

よって、ａ．ｂ．ｃ．ｄ．のすべてが正しい。 
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〔問１〕正解 ｂ 

ａ．正しい。 

ｂ．誤り。「通信契約」とは、①通信手段に

よる旅行の申込み、②クレジットカードで

旅行代金等を支払う、この２つの要件を

満たす場合の契約である。通信手段を

用いた旅行の申込みであっても、旅行

業者の指定する金融機関の口座に旅

行代金を振り込む決済方法により締結

する契約は、通信契約とはならない。 

ｃ．正しい。 

ｄ．正しい。 

 

〔問２〕正解 ａ 

ａ．正しい。 

ｂ．誤り。「国内旅行」とは、本邦内のみの

旅行をいい、「海外旅行」とは、“国内旅

行以外の旅行”をいう。 

ｃ．誤り。「募集型企画旅行」とは、旅行業

者が、“旅行者の募集のためにあらかじ

め”、旅行の目的地及び日程、旅行者

が提供を受けることができる運送又は

宿泊のサービスの内容並びに旅行者が

旅行業者に支払うべき旅行代金の額を

定めた旅行に関する計画を作成し、こ

れにより実施する旅行をいう。 

ｄ．誤り。特約が口頭で結ばれた場合には、

その特約は有効とはならないため、その

特約は約款に優先して適用されない。

法令に反せず、かつ、旅行者の不利に

ならない範囲で“書面”により特約を結

んだ場合は、その特約は約款に優先し

て適用される。 

 

 

 

 

 

 

〔問３〕正解 ａ 

ａ．誤り。「通信契約」とは、①通信手段に

よる旅行の申込み、②クレジットカードで

旅行代金等を支払う、この２つの要件を

満たす場合の契約である。例えば、通

信手段による旅行の申込みであっても、

旅行業者の指定する金融機関の口座

に旅行代金を振り込む決済方法により

締結する契約は、通信契約とはならな

い。 

ｂ．正しい。 

ｃ．正しい。 

ｄ．正しい。 

 

〔問４〕正解 ｄ 

ａ．正しい。 

ｂ．正しい。 

ｃ．正しい。 

ｄ．誤り。募集型企画旅行契約における

「通信契約」とは、「旅行業者等が旅行

業者等の提携するクレジットカード会社

のカード会員との間で締結する旅行契

約」であり、「通信手段による旅行の申

込みであること｣・｢カード会員規約に従

って決済することについて、旅行者があ

らかじめ承諾していること｣・｢カード利用

時に所定の伝票への旅行者の署名なく

して旅行代金の支払い等を行うこと｣の

すべての要件を満たしていなければな

らない。よって、旅行業者の店舗に訪れ

る場合は、通信手段（電話）による旅行

の申込み（予約）を行ない、旅行業者が

提携するカード会社のクレジットカードに

より旅行代金を支払っても、通信契約と

はならない。 
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〔問５〕正解 ｃ 

ａ．正しい。 

ｂ．正しい。 

ｃ．誤り。旅行業者が、法令に反せず、か

つ、旅行者の不利にならない範囲で、

“書面”により特約を結んだときは、その

特約が約款に優先する。なお、特約は、

約款に定めのある事項に限らず、約款

に定めのない事項についても結ぶことが

できる。 

ｄ．正しい。 

 

〔問６〕正解 ａ 

ａ．正しい。 

ｂ．誤り。旅行業者は、募集型企画旅行

契約の履行に当たって、手配の“全部

又は一部”を、本邦内又は本邦外の他

の旅行業者、手配を業として行う者その

他の補助者（手配代行者）に代行させ

ることができる。 

ｃ．誤り。「通信契約」とは、「旅行業者等が

旅行業者等の提携するクレジットカード

会社のカード会員との間で締結する旅

行契約」であり、「通信手段による旅行

の申込みであること」・「カード会員規約

に従って決済することについて、旅行者

があらかじめ承諾していること」・「カード

利用時に所定の伝票への旅行者の署

名なくして旅行代金の支払い等を行うこ

と」のすべての要件を満たしていなけれ

ばならない。よって、本肢のようなクレジ

ットカード会社のカード会員との間で締

結する契約のすべてが通信契約となる

わけではない。 

ｄ．誤り。法令に反せず、かつ、旅行者の

不利にならない範囲で書面により結ん

だ特約は、約款に優先して適用される。

よって、旅行業者にやむを得ない理由

がある場合であっても、旅行者の不利と

なる特約は有効とはならないため、その

特約は約款に優先して適用されない。 

〔問７〕正解 ｂ 

ａ．正しい。「旅行業者が旅行者との間で

締結する募集型企画旅行契約は、約

款（約款に定めのない事項については、

法令又は一般に確立された慣習によ

る）の定めるところによる。旅行業者が

法令に反せず、かつ、旅行者の不利に

ならない範囲で書面により特約を結ん

だときは、約款にかかわらず、その特約

が優先する」とされている。約款では、

「旅行者１名に対して１企画旅行につき

支払うべき変更補償金の額が1,000円

未満であるときは、旅行業者は、変更

補償金を支払わない」とされている。よ

って、本肢の「旅行者１名に対して１企画

旅行につき支払うべき変更補償金の額

が1,000円未満であっても、変更補償金

を支払う」という書面により結んだ特約は、

法令に反せず、旅行者の不利にならな

い範囲の内容のため、約款に優先して

適用されることになる。 

ｂ．誤り。旅行業者は、募集型企画旅行

契約において、旅行者が当該旅行業

者の定める旅行日程に従って、運送・

宿泊機関等が提供する運送、宿泊その

他の旅行に関するサービスの提供を受

けることができるように、手配し、旅程を

管理することを引き受ける。よって、募

集型企画旅行契約とは、旅行業者が

手配することだけでなく、旅程を管理す

ることも引き受ける契約をいう。 

ｃ．正しい。「国内旅行」とは、本邦内のみ

の旅行をいい、「海外旅行」とは、国内

旅行以外の旅行をいう。本肢の航空機

でハワイ（アメリカ合衆国）に向かう旅行

は、旅行全体が「海外旅行」となるため、

静岡市から成田空港までの区間も海外

旅行として取り扱われる。 

ｄ．正しい。 
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〔問116〕正解 ｂ 

ａ．誤り。旅行業者が渡航手続代行契約

を締結する旅行者は、当該旅行業者と

募集型企画旅行契約、受注型企画旅

行契約若しくは手配旅行契約を締結し

た旅行者だけではなく、“当該旅行業者

が受託している他の旅行業者の募集型

企画旅行について当該旅行業者が代

理して契約を締結した旅行者”も含まれ

る。 

ｂ．正しい。 

ｃ．誤り。旅行相談契約は、電話、郵便等

の通信手段により契約の申込みを受け

付ける場合を除き、旅行業者が契約の

締結を承諾し、“申込書を受理”した時

に成立する。 

ｄ．誤り。旅行相談契約の履行に当たって、

旅行業者が故意又は過失により旅行者

に損害を与えたときは、“損害発生の翌

日”から起算して６月以内に旅行業者に

対して通知があったときに限り、旅行業

者は損害賠償責任を負う。 

 

〔問117〕正解 ｂ 

ａ．正しい。 

ｂ．誤り。渡航手続代行契約は、旅行業者

が契約の締結を承諾し、申込書を受理

した時に成立する。 

ｃ．正しい。 

ｄ．正しい。 

 

〔問118〕正解 ａ 

ａ．誤り。旅行業者が契約を締結する旅行

者は、旅行業者と募集型企画旅行契

約、受注型企画旅行契約若しくは手配

旅行契約を締結した旅行者だけでなく、

当該旅行業者が受託している他の旅

行業者の募集型企画旅行について当

該旅行業者が代理して契約を締結した

旅行者も含まれる。 

ｂ．正しい。 

ｃ．正しい。 

ｄ．正しい。 

 

〔問119〕正解 ａ、ｂ 

ａ．正しい。 

ｂ．正しい。 

ｃ．誤り。旅行相談契約は、電話、郵便、

ファクシミリ、インターネットその他の通

信手段により契約の申込みを受け付け

る場合を除き、旅行業者が契約の締結

を承諾し、“申込書を受理”した時に成

立する。 

ｄ．誤り。旅行業者は、旅行相談契約の

履行に当たって、旅行業者が故意又は

過失により旅行者に損害を与えたときは、

“損害発生の翌日から起算”して６月以

内に旅行業者に対して通知があったと

きに限り、その損害の賠償責任を負う。 

よって、ａ．ｂ．が正しい。 

 

〔問120〕正解 ｂ 

ａ．正しい。 

ｂ．誤り。旅行相談契約は、電話等の通

信手段による申込みを受け付ける場合

を除き、旅行業者が、契約の締結を承

諾し、旅行者から所定の事項を記入し

た申込書を受理した時に成立する。 

ｃ．正しい。 

よって、ｂ．が誤っている。 
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〔問１〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問２〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問３〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問４〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問５〕正解 ｂ 誤り。旅客又は手荷物

の運送は、航空券の発行日ではなく、“航

空券の最初の搭乗用片により行われる運

送の開始日”に有効な航空会社の約款

及び航空会社の規則が適用される。 

 

〔問６〕正解 ｂ 誤り。航空会社は、一

旅客に対して二つ以上の予約がされてお

り、かつ、搭乗区間が同一で、搭乗日が

近接している場合、航空会社の判断によ

り、旅客の予約の一部だけでなく、全部を

取り消すこともできる。 

 

〔問７〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問８〕正解 ｂ 誤り。手荷物の引渡を

行う場合には、航空会社は、手荷物切符

及び手荷物合符の所持人が、当該手荷

物の引渡を受ける正当な権利人であるか

否かを確かめなかったことにより生ずる損

害に対し、賠償の責に任じない。 

 

〔問９〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問10〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問11〕正解 ａ 正しい。 

 

 

 

 

〔問12〕正解 ｂ 誤り。航空会社が動物

の運送を引き受けた場合、その動物はそ

の容器及び餌とともに旅客の無料手荷物

許容量の適用を受けず、超過手荷物とな

り、旅客は航空会社の規則に定める料金

を支払う。 

 

〔問13〕正解 ｂ 誤り。搭乗用片は航空

券に記載された出発地からの旅程の順序

に従ってのみ使用が認められるため、最

初の国際線の運送区間の搭乗用片が使

用されておらず、旅客がその旅行をいず

れかの予定寄航地から開始する場合、そ

の航空券は無効であり、航空会社はその

航空券の使用を認めない。 

 

〔問14〕正解 ｂ 誤り。旅客に適用にな

る運賃とは、航空券の最初の搭乗用片に

より行われる運送開始日に適用される、航

空券の発行日に有効な運賃をいう。した

がって、旅行開始前までに運賃及び規則

の変更があった場合でも、航空券の発行

日に有効な運賃が適用されるため、運賃

調整は行われない。 

 

〔問15〕正解 ｂ 誤り。航空会社は、旅

客が乗務員の業務の遂行を妨げ、又は、

その指示に従わない場合には、当該旅客

の運送を拒否し、又は、降機させることが

でき、当該行為の継続を防止するために、

当該行為者を拘束する措置をとることが

できる。 

 

〔問16〕正解 ｂ 誤り。エコノミークラス

運賃を支払った旅客は、23kg の手荷物を

２個（いずれの手荷物も三辺の和が158cm

以内とする。）を受託手荷物とする場合、

無料手荷物許容量の範囲内に収まるた

め、超過手荷物料金を支払う必要がな

い。 
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〔問17〕正解 ｂ 誤り。航空会社に対す

る責任に関する訴は、到達地への到達の

日、航空機が到達すべきであった日又は

運送の中止の日から起算して“２年”以内

に提起しなければならない。 

 

〔問18〕正解 ｂ 誤り。航空券は、航空

券の有効期間満了日の24時に失効する

が、各搭乗用片による旅行は、有効期間

満了日の24時までに開始すれば、航空会

社規則に別段の定めのない限り、満了日

を過ぎてもこれを継続することができる。 

 

〔問19〕正解 ｂ 誤り。「小児」とは、予

約時点ではなく、“運送開始日時点”で２

才の誕生日を迎えているが未だ12才の誕

生日を迎えていない人をいう。 

 

〔問20〕正解 ｂ 誤り。航空会社は、旅

客が他の旅客に不快感を与え又は迷惑

を及ぼすおそれのある場合には、旅客の

運送を拒否し、又は、旅客を降機させるこ

とができるが、当該行為の継続を防止す

るために、当該行為者を拘束する措置を

とることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔問21〕正解 ａ 正しい。航空会社が、

他の運送人の行う運送のために航空券を

発行し又は手荷物を受託する場合には、

航空会社は当該運送人の代理人として

のみこれらの行為をする。二以上の運送

人が相次いで行う旅客の運送における損

害については、その損害を生ぜしめた運

送を行った運送人に対してのみ賠償請求

することができる。航空会社は、航空会社

が行う運送以外で生じた旅客の損害につ

いては、責任を負わない。 

 

〔問22〕正解 ｂ 誤り。受託手荷物の引

渡しを行う場合には、航空会社は、手荷

物合符の持参人が、当該手荷物の正当

な受取人であるか否かを確かめなかった

ことにより生ずる損害に対し、賠償の責に

任じない。 

 

〔問23〕正解 ａ 正しい。なお、この場合、

当該旅客の同伴者が所持する航空券に

ついても、同様に有効期間の延長をする

ことができる。 

 

〔問24〕正解 ｂ 誤り。手荷物及び旅客

が装着する物品の価額の合計が15万円

を超える場合において、旅客はその価額

を申告するときは、航空会社は“申告価

額の15万円を超える部分について１万円

毎に10円の従価料金”を請求する。 

 

〔問25〕正解 ａ 正しい。 

 

〔問26〕正解 ａ 正しい。 
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